令和8年地方創生全国統一アンケート
全国地方自治体　首長様、政策立案関連部局の皆様へ
「全国統一　地方創生推進アンケート」ご回答のお願い

当機構では、昨年度４２０の自治体から回答を頂き、国の政策に関する地方自治体の要望を取りまとめた「地方創生政策提言書」を自見英子内閣府地方創生担当大臣、内閣府地方創生推進事務局に提出・ご説明をいたしました。

今年度の調査につきましても、高市内閣の「地方創生」政策に、地方自治体の皆様のご意見を反映させるために実施するものです。その為、貴自治体の取り組みや、国に対する要望・ご意見について是非ご記入頂き、７月２4日（金）までに、メール、FAXでご返送いただくか、Webからもご回答いただけます。
【回答フォーム】　https://cclg.or.jp/chisou-survey-2026/

なお、本調査結果は個別の自治体名が特定される形で公表することはございませんので、国の政策に批判的なご意見でもご遠慮なくご回答いただければ幸いです。
また、具体的なご意見に対して事務局からヒアリングさせていただく場合がございますので、ご協力いただけますようお願い申し上げます。

令和8年６月吉日
一般社団法人公民連携推進機構
代表理事　高瀬亜富
東京都港区北青山1丁目3番1号　アールキューブ青山3階
TEL:03-6899-1189　FAX:03-6734-0992  Mail:info@cclg.or.jp
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Q1. 地域独自取り組みの表彰「地方創生AWARD2026」について
当機構では、内閣府と連携し「地域独自の取り組み」を表彰しています。
昨年度は、大串正樹内閣府副大臣・経済産業省副大臣にご登壇いただき、8自治体を表彰いたしました。
【参考：地方創生AWARD2025】https://cclg.or.jp/2025/10/25/tihousouseiaward-kouminrenkei/

	受賞部門
	自治体名
	事業名
	登壇者

	地域事業者支援部門
	新潟県佐渡市
	地域事業者人手不足解消のためスポットワーク・プラットフォーム運営事業
	佐渡市長　渡辺竜五様

	来訪者増加部門
	秋田県横手市
	まんが美術館リノベーションによる来市人数の増加事業
	横手市長　髙橋 大様

	デジタル教育部門
	愛媛県四国中央市
	日本初最先端ARスポーツの
学校教育カリキュラムへの導入事業
	四国中央市　
教育長　河村英茂様

	地域DX推進部門
	奈良県宇陀市
	職員DXプロフェッショナル人材育成
	宇陀市　政策推進課 
課長　山下正人様

	関係人口拡大部門
	和歌山県那智勝浦町
	オリンピック代表選手と連携した
カンボジア小学生国際交流事業
	那智勝浦町　観光企画課 
課長　村井弘和様

	若者移住促進部門
	兵庫県姫路市
	移住促進のアナログ×デジタルのハイブリッド型シティプロモーション事業
	姫路市政策局ひめじ創生戦略室
主任　金治諒子様

	先進的SDGs部門
	徳島県徳島市
	公民連携で進める
地方創生SDGsモデル事業
	徳島市企画政策部SDGs推進室
係長　湯浅祐輔様

	ウェルビーイング部門
	福井県高浜町
	地域事業者活性化のための
一次産業ワーケーション事業
	高浜町　総合政策課
主査　野村 労　様



グランプリ受賞企業には、先進的な取り組みへの寄付（企業版ふるさと納税）を希望する企業のご紹介や
TV番組やインフルエンサーの取材誘致などをご支援させて頂きますので、貴自治体独自の取り組みがございましたらご記入ください。

1 自治体独自の取り組み
　　　〇実施している　　〇実施予定（計画済み）　　〇検討中／計画中　　〇検討していない

　　②令和7年度に地域独自で取り組んだ内容（自治体独自or民間企業と取り組んだ独自施策）
　　　（複数回答可）
　　　□地域事業者支援　　□来訪者増加　　　　□デジタル教育推進　　□地域DX推進
□関係人口拡大　　　□若者移住促進　　　□女性活躍支援　　　　□子育て支援
□先進的SDGs　　　□ウェルビーイング　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

　　③上記でお答えいただいた具体的事業内容





　　④実施された事業のURL
　　　〇公開している（*URL                　　　　　　　　　       ）　〇公開していない

　　⑤事業の継続性
　　　〇本年度も継続を予定している　　〇継続していない　　〇その他（　　　　　　　　　　　　）

　　⑥事業資金（複数回答可）
　　　□交付金　　　□ふるさと納税クラウドファンディング　　　□自治体財源　　　□寄付（個人・企業）
　　□事業収入　　□NFT　　　□補助金（国・県）　　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

　⑦地域独自の事業として表彰を希望するか？
　　〇希望する　　〇検討したい　　〇詳しく知りたい　　〇希望しない　　

Q2.総務省「ふるさと住民制度」に向けた取り組みについて
　　地域に関わる方々との継続的な関係性を構築する取り組み等は、一部地方公共団体の独自の取り組みとして実施されていますが、一方で、関係人口の規模や地域との関係性などが可視化できていないこと等が課題となっています。そのため、総務省では住所地以外の地域に継続的に関わる方々を登録する仕組みとして「ふるさと住民登録制度」を創設することとしています。

　　①地方自治体が実施する二地域居住・関係人口施策に係る地方財政措置について
総務省では、地方自治体が実施する二地域居住・関係人口施策に要する経費について、特別交付税措置を講じることとしています。
〇申請済み　　　〇活用予定　　　〇検討中　　　〇利用していない　　
〇制度を知らない　　　〇その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　②ふるさと住民制度説明会への参加（複数回答可）
□総務省実施セミナー参加済み（　　日　　日）　□都道府県実施セミナー参加済み（　　日　　日）
□民間企業実施セミナー参加済み（　　日　　日）□参加したが日時は不明　□参加していない

③ふるさと住民制度モデル自治体への参加
　　〇参加中　〇県を通じて参加を希望している　　〇検討中　　　〇様子見　　〇興味がない

　　④ふるさと住民制度へのご意見






Q3. 内閣府地方創生交付金活用について
令和7年度「新しい地方経済・生活環境創生交付金」、令和8年度「地域未来交付金」についてお伺いします。
地方自治体には、申請しない選択もあり、想定よりも申請数がすくないことから、令和６年度補正・令和7年度当初合計3000億円から、地域未来交付金（令和7年度補正・令和8年度当初）では合計2600億円に減少しております。

　　①令和7年度「新しい地方経済・生活環境創生交付金」（令和６年度補正・令和7年度当初）
（複数回答可）
　　　□申請し事業を実施した　　□申請したが事業を実施しなかった　　□申請したが不採択
　　　□申請しなかった　　　　　□制度を知らない
　②令和8年度「地域未来交付金」（令和７年度補正・令和８年度当初）（複数回答可）
　　　□申請し事業を実施した　　□申請したが事業を実施しなかった　　□申請したが不採択
　　　□申請しなかった　　　　　□制度を知らない

　　③【申請された自治体】「申請された項目」についてお伺いします。（複数回答可）
　　　令和7年度「新しい地方経済・生活環境創生交付金」
□第２世代交付金ソフト事業
□拠点整備事業
□インフラ整備事業）
□デジタル実装型TypeS
□デジタル実装型TypeV
□デジタル実装型Type１
□地域防災緊急整備型　　
□地域産業構造転換インフラ整備推進型

令和8年度「地域未来交付金」
□地域未来推進型ソフト事業
□拠点整備事業
□インフラ整備事業）
□デジタル実装型TypeS
□デジタル実装型TypeV
□デジタル実装型TypeA
□地域防災緊急整備型　　　
□地域産業構造転換インフラ整備推進型

　　④【申請された自治体】国への申請において「課題」と感じられた点について。（複数回答可）
□申請期間が短い　　□自治体の実像に合致していない（使いづらい）　□特にない
□申請する職員の業務多忙　　□申請書類の煩雑さ・わかりづらさ
□その他（＊本ご意見は回答自治体名を出さずに、統計処理して政策提言をさせて頂きます）





　　⑤【申請しなかった自治体】今後申請する自治体数を増加させるためには、何が必要だと思いますか？






　　⑥内閣府交付金・企業版ふるさと納税活用「関係人口増加施策」
奈良県宇陀市・山梨県大月市・和歌山県那智勝浦町では、令和7年度「新しい地方経済・生活環境創生交付金」を活用し、地域事業者がAKB48、RainTree等のアイドルとコラボ商品を開発し、マルイ（東京・錦糸町）での販売や、ふるさと納税返礼品として活用し、「地域事業の売上拡大」や「地域の認知度向上」に成果を上げています。
（参考動画）https://www.youtube.com/watch?v=YWr0wQqPrAA&t=1s

この取り組みは事業費の2/3を内閣府交付金、1/3を民間企業からの企業版ふるさと納税を活用することで、自治体負担は実質ゼロで実施したものです。
（参考：PR Times　 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000021.000122150.html　）

また、令和8年度「地域未来交付金」では、茨城県八千代町・千葉県野田市・石川県羽咋市・奈良県葛城市・福井県高浜町の5自治体が広域連携し、乃木坂46とのコラボ商品開発や、人気子育てインフルエンサー等による地域魅力広報を予定しております。
＊内閣府モデル事業として7月2日参議院議員会館で内閣府地方創生副大臣出席のもと記者発表予定

1 「地域事業者とアイドルによる地域産業の売上増加」施策への興味
〇興味がある　〇詳細を知りたい　〇興味がない　　〇その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

現在、俳優・タレントの2拠点生活や地方への移住が増加しています。アイドルグループ卒業生も1000名以上に上ります。
2 アイドルグループ卒業生の移住説明会や移住候補地リストへの掲載
〇参加したい　〇掲載を希望する　〇詳細を知りたい　〇興味がない　〇その他（　　　　　　）
　
Q４. 企業版ふるさと納税制度活用について
当機構の会員企業では、地方金融機関と組んで多数企業紹介を行い、昨年度は200以上の自治体に対して、700件以上、合計20億円以上の企業版ふるさと納税を実施しました。

1 令和７年度における企業版ふるさと納税の受入れ額　
〇1000万円未満　〇5000万円未満　〇１億円未満　〇10億円未満　〇10億円以上

　　　②企業版ふるさと納税への自治体対応について　(複数回答可)
　　　　□専任部署がある　　□ふるさと納税担当部署が兼務　　□担当部署はない
　　　　□首長自ら積極的にアプローチしている　　　　　　　　□金融機関などに紹介を依頼
　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q５. 自治体間広域連携について
内閣府では、地域特性を最大限に活かし、『地場産業の付加価値向上等を通じて、地方の「強い経済」を構築する』ことを求められており、異なる地域の自治体間が連携し、それぞれの特色を活かして新たな製品を生み出すことや、近隣地域が連携し、地域全体として魅力を高める施策を支援しています。


1 広域自治体間連携に取り組んでいるか　
〇取り組んでいる（自治体数　　　）　　〇検討中　　〇取り組んでいない

　　　②【取り組んでいない自治体】なぜ取り組んでいないのか、障害・課題についてご記入ください




③近接自治体間連携に取り組んでいるか
　　　　〇取り組んでいる（自治体数　　　）　　〇検討中　　〇取り組んでいない
　　
　　　④近接自治体間連携の具体的な内容



　　　⑤広域自治体間連携／近隣自治体間連携における国への支援要望



Q６.外国人人材の活用について
人口減少や人手不足が進む中、地域産業の維持・成長のために、外国人材の受入れ、育成、定着に向けた取り組み状況についてお伺いします。

1 貴自治体における外国人材受入れに関する取り組み状況
〇既に取り組んでいる　　〇具体的に検討している　　〇関心はあるが未着手　　〇取り組んでいない

➁現在実施している、又は今後実施を予定している内容（複数回答可）
□企業向け制度説明会の実施　　□外国人材採用セミナー　　□海外教育機関との連携　
□現地視察／商談会　　　　□日本語教育支援　　□生活オリエンテーション支援　　□住居確保支援　
□地域住民との交流施策　　□受入れ企業向け相談窓口の設置　　□多言語対応の強化　
□家族帯同を見据えた支援　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2 外国人材の受入れ・定着に向けた「国の制度・支援施策」への要望または課題を記入ください







Q７.給付事業手数料効率化について
　現金給付や商品券配布には、振込手数料や郵送料・発行手数料がかかるため、現在多くの自治体において
現金給付や商品券配布に電子マネーによるデジタル給付を加え、住民による選択制を導入するケースが増えており、併用した場合に事務手数料が従来の1/5～1/2以下になる事例があります。

1 現金給付よりも手数料が格段に下がる「デジタル給付・還元施策」についての興味
〇実施済み　　〇既に検討している　　〇他自治体事例を知りたい　　〇興味がない　　〇知らない

②デジタル給付・還元施策の導入・運用にあたり、課題と感じる点をお選びください。（複数回答可）
□ 高齢者等への周知・サポート　　□ 配布・給付事務の負担　　□ 個人情報管理
□ 効果検証　　□ 委託先・相談先不足　　□ 会計・監査対応の不安　　□ 特に課題はない
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　③デジタル給付・還元施策に関して、特にどのような点に関心がありますか。(複数回答可)
□ 従来の紙・現金給付と比較し、「導入・運用コストを大幅に削減」
□ スマホ操作に不慣れな「高齢者等の参加率・利用率を向上」
□ 審査や問い合わせ対応など、「庁内の事務負担を軽減」
□ 施策による経済波及効果など、「正確な効果検証」
□ 企画立案から財源確保、首長・議会への「庁内合意形成」までのプロセス事例　
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q８.地域独自施策について
①　小中学生を対象とした体験型教育・文化振興プログラムについて
移住希望者が独自の教育プログラムを導入している自治体を選択するケースが増えています。子供たちの自主性を伸ばすために、国の支援制度や民間企業のCSR活用についてご回答ください。

　■表現教育・体験型文化プログラム（舞台芸術等を活用した非認知能力育成・地域文化振興）
　　＊劇団四季等のミュージカル俳優とともに数か月間一緒に舞台を作り上げるプログラム
　　〇既に取り組みを実施している　〇具体的に導入を検討している　　〇関心はある
〇興味なし　　〇国や民間の費用的支援があれば検討したい　　〇その他（　　　　　　　　　　　）

　■AIを用いた創作プログラム（地域紹介動画やアニメーション作り）
　　＊生成AIを用いたアニメーション作りやAIやSNS活用のリテラシー教育（セキュリティ含む）
〇既に取り組みを実施している　　〇具体的に導入を検討している　　〇関心はある
〇興味なし　　〇国や民間の費用的支援があれば検討したい　　〇その他（　　　　　　　　　　　）

　■最先端デジタル教育（例：大手IT企業の開発者等が小学校・中学校のプログラム教育をサポート）
〇既に取り組みを実施している　　〇具体的に導入を検討している　　〇関心はある
〇興味なし　　〇国や民間の費用的支援があれば検討したい　　〇その他（　　　　　　　　　　　）

　■ARスポーツの導入
　＊ARは、エンターテインメント分野に限らず、学校教育、探究学習、運動機会の創出、地域連携、地域の魅力発信など、自治体施策においても活用の可能性が広がっています。
〇既に取り組みを実施している　　〇具体的に導入を検討している　　〇関心はある
〇知らない　　□国や民間の費用的支援があれば検討したい　　〇その他（　　　　　　　　　　　）

②地域住民の就労機会多様化・デジタルスキル習得支援について
　在宅就労・デジタル業務（データ入力・オンライン事務・AI活用等）・リスキリングを通じた地域住民
の就労機会創出やデジタルスキル習得支援に関して、経済産業省や厚生労働省の制度の活用。
〇既に取り組みを実施している　　〇具体的に導入を検討している　　〇知らない　　　
〇関心はあるが現時点では未着手　　〇現時点では予定なし

③　国の支援がより一層必要と思われる対象・分野 (複数回答可)
□子育て世代（在宅就労支援）　　　　　　□シニア層（デジタルスキル習得・社会参加促進）
□障がい者・就労困難者への就労機会拡大　□若者の地域定着・Uターン就職支援
□在宅コールセンター業務の誘致・委託　　□AI活用・データ処理等のリスキリング講座
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

4 自治体職員の兼業・副業制度の整備・活用について
国の推進方針を踏まえ、自治体職員の兼業・副業（地域貢献活動・専門的知識の域外活用等）の制度整備・運用状況についてお聞かせください。
〇既に制度を整備し、活用実績がある　　〇制度を整備中・導入を検討している　　〇わからない
〇国・他自治体の動向を注視している　　〇現時点では制度整備の予定なし

⑤兼業・副業制度に関して課題と感じる点をお選びください。（複数回答可）
□活用方法がわからない　　□服務規律・利益相反管理上のリスクへの対応
□議会・庁内の理解・合意形成　　□先行事例・ガイドラインの情報が不足している
□特に課題はない　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑥職員の兼業・副業制度に関して国への支援を望む点がありましたらご記入ください。
	　
　
　



⑦　民間専門人材の受け入れについて
地域及び庁内のDXを進めるために、企業版ふるさと納税（企業人材派遣）・地域活性化起業人制度等を活用した民間人材（デジタル庁認定「デジタル推進委員」等）の受け入れ・活用について
〇既に制度を活用している　　〇導入を具体的に検討している　　〇関心はあるが相談先がわからない
〇現時点では活用予定なし


⑧知見を持つ専門人材を「国の制度」などで自治体費用負担なく派遣が可能な場合、受け入れたい人材
（複数回答可）
□DX推進・デジタル化支援　　□SNS・デジタル広報・情報発信　　□観光振興・インバウンド対策
□イベント企画・地域活性化　　□地方創生・まちづくり戦略立案　　□公民連携・PPP/PFI推進
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑨　今後検討したい地域振興施策について　（複数回答可）
□観光フォトラリー・デジタルスタンプラリーによる来訪者増加・回遊促進
□地域ポイント・電子クーポンを活用した地域消費喚起
□住民・来訪者参加型のデジタルアーカイブ・地域記録
□文化財・観光資源のデジタルコンテンツ化
□関係人口・交流人口の創出・可視化
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

そのほかご意見や回答についての補足など自由掲載  








本アンケートの回答データを集計したものを回答いただいた方へお送りさせていただきます。
 ＊集計データ内で自治体名が特定されることはございませんので、ご安心ください 。

自治体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当部署
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
お名前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



ご質問は以上です。大変お忙しい中、ご回答くださいまして誠にありがとうございます。
一般社団法人公民連携推進機構　全国統一アンケート事務局
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